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1．実質消費支出は大幅減少が続く 

総務省が 9月 30 日に公表した家計調査によると、14年 8 月の実質消費支出は前年比▲4.7％とな

った。減少幅は 7月の同▲5.9％から若干縮小したが、事前の市場予想（QUICK 集計：前年比▲3.6％、

当社予想は同▲2.5％）を下回る結果となった。月々の振れが大きい住居、自動車などを除いた実

質消費支出（除く住居等）も前年比▲3.4％（7月：同▲6.3％）と減少幅が前月から縮小した。 

実質消費支出の動きを項目別に見ると、設備修繕・維持などの住居が前年比▲21.2％と大きく落

ち込んだほか、家具・家事用品（前年比▲8.8％）、教養娯楽（前年比▲7.1％）、光熱・水道（前年

比▲6.6％）など、被服及び履物（前年比 2.6％）を除く 10 項目中 9項目が減少した。 

財・サービス区分別には、駆け込み需要が大きかった耐久財の減少幅が再び拡大した（7 月：前

年比▲1.0％→8月：同▲10.4％）ことに加え、駆け込み需要と反動の影響が比較的小さい非耐久財

（7 月：前年比▲5.8％→8 月：同▲4.5％）、駆け込み需要がほとんど見られなかったサービス（7

月：前年比▲5.0％→8月：同▲5.2％）も大幅な減少が続いた。このことは、個人消費の減少の主因

が消費増税直後の駆け込み需要の反動からそれ以外の要因に変わっていることを示している。 
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実質消費水準指数（除く住居等、季節調整値）は前月比 2.8％と持ち直したが、7 月の落ち込み

（前月比▲3.4％）を取り戻すまでには至っておらず、消費税率引き上げ前の駆け込み需要が本格

化する前の水準を依然として大きく下回っている。 

同日、経済産業省から公表された商業販売統計によると、14年 8月の小売業販売額は前年比1.2％
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（7月：同 0.6％）と 2ヵ月連続で増加し、前月から伸びを高めた。季節調整済指数でも前月比 1.9％

（7月：同▲0.5％）と 2ヵ月ぶりの増加となった。家計調査に比べると商業販売統計の小売販売額

は堅調に推移しているが、同統計の販売額には消費税分が含まれていることには注意が必要だ。物

価上昇分を考慮した実質ベースの販売額は前年比でマイナスが続いており、指数水準も依然として

駆け込み需要発生前の水準を大きく下回っている。 

 

94

96

98

100

102

104

106

108

110

112

114

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1995 1996 1997

2012 2013 2014

個人消費の駆け込み需要と反動減（前回との比較）

前回 今回

（資料）総務省「家計調査」の消費水準指数（除く住居等）

（1995年、2012年=100）

（月）

（年）

消費税率引き上げ

 

94

96

98

100

102

104

106

108

110

112

114

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1995 1996 1997

2012 2013 2014

小売業販売額の駆け込み需要と反動減（前回と今回の比較）

前回 今回（1995年、2012年=100）

（月）

（資料）経済産業省「商業販売統計」

消費税率引き上げ

（年）

 
 

２．実質所得の減少が引き続き消費の下押し要因に 

8 月の消費関連統計は、駆け込み需要の反動の影響が和らぎ回復に向かうとみられていた夏場の

個人消費が引き続き低調な動きとなっていることを示すものとなった。 

この背景には、台風や豪雨などの天候不順によって外出が控えられたこともあるが、それ以上に

大きいのは消費税率引き上げに伴う物価上昇によって実質所得が大きく低下していることだろう。 

毎月勤労統計によれば、現金給与総額（名

目）は夏季賞与の増加を主因として 5月の前

年比0.6％から6月が同1.0％、7月が同2.4％

と伸びを高めたが、ボーナスのウェイトが低

い 8 月は同 1.4％と伸びが低下した。一方、

消費者物価上昇率（持家の帰属家賃を除く総

合）は 4 月以降、前年比で 4％台の伸びを続

けている。この結果、4 月から 6 月まで前年

比で▲3％台のマイナスを続けた実質賃金上

昇率は、7 月には前年比▲1.7％となったが、

8月には同▲2.6％とマイナス幅が再び拡大した。 

企業業績の好調を反映し、夏季賞与に続き年末賞与も増加することが期待されるが、それまでは

所定内給与と所定外給与が賃金全体の伸びを左右することになる。所定内給与は前年比で 0％台前

半（8月速報では前年比 0.6％となったが、確報で下方修正される可能性大）の伸びが続いており、

消費増税後の景気減速に伴い所定外給与も伸びが鈍化している。実質所得の低下が引き続き個人消

費の下押し要因となりそうだ。 
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